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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第36期
第２四半期
累計期間

第37期
第２四半期
累計期間

第36期

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年９月30日

自平成30年４月１日
至平成30年９月30日

自平成29年４月１日
至平成30年３月31日

売上高 （千円） 3,958,235 4,021,967 8,717,405

経常利益 （千円） 82,129 162,679 402,559

四半期（当期）純利益 （千円） 52,643 108,949 263,645

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 525,598 571,207 555,499

発行済株式総数 （株） 2,097,533 2,196,490 2,163,833

純資産額 （千円） 4,401,083 4,748,369 4,640,537

総資産額 （千円） 6,280,657 6,453,201 6,663,207

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 25.34 50.16 124.35

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） 15.00 15.00 30.00

自己資本比率 （％） 70.1 73.6 69.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 310,498 70,493 774,763

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △21,683 △65,757 △39,950

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △143,201 △117,527 △200,814

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 1,205,775 1,481,369 1,594,160
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回次
第36期
第２四半期
会計期間

第37期
第２四半期
会計期間

会計期間
自平成29年７月１日
至平成29年９月30日

自平成30年７月１日
至平成30年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 7.33 31.73

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は関連会社を有しておりませんので、「持分法を適用した場合の投資利益」については記載しておりま

せん。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

 当第２四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等

のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

また、当社はカー用品販売事業の単一セグメントであるためセグメント別の記載を省略しております。

 

（１） 財政状態及び経営成績の状況

 当第２四半期累計期間における我が国の経済は、底堅い輸出と国内設備投資の下支えにより企業収益は回復基調

で推移しました。その一方で、米国政権の保護貿易政策による米中貿易摩擦が激しさを増しており、また、国内に

おいては西日本集中豪雨や北海道での地震など自然災害の経済に及ぼす影響が懸念されるなど、景気の先行きは不

透明な状況となっております。内需環境につきましては、雇用情勢の改善が続くなか賃金水準も上昇傾向にあり、

物価の上昇や将来の増税等に備えての節約志向は依然根強いものの、個人消費は緩やかに回復しつつあります。

 国内カー用品市場におきましては、ニュース報道等により注目度の高まったドライブ・レコーダーへの需要の高

まりが続いたほか、新車販売台数が軽自動車を中心に堅調に推移しました。

 このような環境において当社は、顧客満足度向上のための接遇・接客力の強化に継続して取り組むとともに、Ｌ

ＩＮＥ会員数の拡大によるリピーター獲得にも注力してまいりました。販売施策といたしましては、タイヤの地域

売上シェア拡大を図るべく、幅広い価格帯に対応し、品揃えを充実させることで、お客様が選びやすく、買いやす

い売場を再構築するとともに、ダイレクトメールによる販売促進や店頭販売体制の強化、メーカー別イベント等の

全店的な積極展開により、販売数量の底上げに取り組みました。また、車検・サービス部門においては、中期的に

成長を続けてきた、迅速・廉価に車体を補修できる板金・塗装サービス「クイック・エコ・リペア」の更なる拡販

と、車の美観を向上させるボディコーティングや室内クリーニングメニューへの訴求に注力するなど、新たな需要

の取り込みを行ってまいりました。

 これらの取り組みにより、車検・サービス部門の売上高は前年同期比6.6％増、タイヤ・ホイール部門は同5.9％

増、カーエレクトロニクス部門も同3.2％増となりましたが、一方で、車販売部門は店頭販売・オークション販売

ともに販売台数の減少が続き同35.5％減となりました。

 なお、中期施策として固定顧客化による安定的な収益確保と自動車事故時の修理サービス等への相乗効果を図る

べく、継続して取り組みを行っている自動車保険代理店事業につきましては、手数料収益が順調に伸長し業績に寄

与しております。

 以上の結果、当第２四半期累計期間の業績は売上高4,021,967千円（前年同期比1.6％増）、営業利益141,206千

円（同147.3％増）、経常利益162,679千円（同98.1％増）、四半期純利益108,949千円（同107.0％増）となりまし

た。

 

当第２四半期累計期間の商品販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目

当第２四半期累計期間

（自平成30年４月１日

至平成30年９月30日）

前年同期比（％）

 車検・サービス（千円） 1,295,402 6.6%

 アクセサリー・メンテナンス用品（千円） 823,513 △3.4%

 タイヤ・ホイ－ル（千円） 793,271 5.9%

 カーエレクトロニクス（千円） 619,902 3.2%

 オイル・バッテリー（千円） 346,083 1.2%

 車販売（千円） 92,263 △35.5%

 その他（千円） 51,529 △7.8%

 合計 4,021,967 1.6%

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．各品目の主な内容は、次のとおりであります。
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品目 主な内容

車検・サービス オイル交換、タイヤ交換、各種用品取付、板金・塗装、車検・整備工賃

アクセサリー・メンテナンス用品

チャイルドシート、キャリア、チェーン、車内アクセサリー、ドレスアップ用

品（ステアリング、シート、ランプ等）、チューンナップ用品（エアロパー

ツ、マフラー、サスペンション等）、省燃費用品等

タイヤ・ホイール 夏用タイヤ、冬用タイヤ、アルミ・スチールホイール

カーエレクトロニクス
カーナビゲーション、カーＴＶ、ドライブレコーダー、ＤＶＤ・ＣＤ・ＭＤプ

レーヤー、スピーカー、アンプ、接続具等

オイル・バッテリー 国産・輸入エンジンオイル、国産車用・外車用バッテリー

車販売 新車及び中古自動車

 

（２） キャッシュ・フローの状況

 当第２四半期会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ112,791千円

減少し、1,481,369千円となりました。

 当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動の結果得られた資金は、70,493千円となりました。これは主に、法人税等の支払114,224千円、未払金

の支払74,180千円、賞与引当金の減少額57,115千円に対して、税引前四半期純利益の計上162,679千円、仕入債務

の増加額92,764千円、資金の流出を伴わない費用の計上（減価償却費58,304千円）等があったためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果使用した資金は、65,757千円となりました。これは主に、定期預金の払戻による収入109,600千

円に対して、定期預金の預入による支出107,950千円及び有形固定資産の取得による支出78,822千円等があったた

めであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動の結果使用した資金は、117,527千円となりました。これは主に、長期借入金の返済による支出69,024

千円、配当金の支払額32,455千円及びリース債務の返済による支出16,047千円があったためであります。

 

（３） 経営方針・経営戦略等

当第２四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

（４） 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（５） 研究開発活動

該当事項はありません。

 

（６） 資本の財源及び資金の流動性についての分析

 当社の運転資金の財源は、自己資金により賄っております。

 設備投資資金の財源は、増資、金融機関からの借入金及びリース契約により調達しております。当第２四半期

会計期間末における長期借入金の残高は、349,212千円（１年内返済予定の長期借入金を含む）であり全て金融

機関からの借入れによるものであります。また、リース債務の残高は、76,225千円（１年内返済予定のリース債

務を含む）であります。

 運転資金の使途は、主に店舗における商品仕入・人件費・諸経費の支払資金であります。

 設備投資資金の使途は、主に新規出店に伴う店舗建物・設備・保証金・建築協力金であります。当第２四半期

累計期間において、一部店舗の店内装備・ピット設備の取り替え等を行っており、設備投資総額は72,904千円と

なっております。

 当社は、今後も持続的な成長に向け、営業活動から得られるキャッシュ・フローを基本としつつ、財務安全性

や調達コストを勘案のうえ、資金調達を行ってまいります。
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３【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 6,800,000

計 6,800,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成30年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年11月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,196,490 2,196,490

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

（注）

計 2,196,490 2,196,490 － －

（注）発行済株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年８月15日

(注)
32,657 2,196,490 15,708 571,207 15,675 545,847

（注）譲渡制限付株式報酬としての新株式有償発行

発行価格      961円

資本組入額    481円
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（５）【大株主の状況】

  平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

㈱オートバックスセブン 東京都江東区豊洲５－６－52 498,800 22.71

増田 清高 埼玉県川口市 259,900 11.83

坂本 裕二 埼玉県川口市 208,448 9.49

牛田 恵美子 埼玉県川口市 179,200 8.16

BBH FOR FIDELITY LOW-

PRICED STOCK FUND

(PRINCIPAL ALL SECTOR

SUBPORTFOLIO)

（常任代理人 ㈱三菱UFJ銀

行）

245 SUMMER STREET BOSTON, MA 02210 

U.S.A.

（東京都千代田区丸の内２－７－１）

93,200 4.24

バッファロー従業員持株会 埼玉県川口市本町４－１－８ 76,700 3.49

大野 健次 東京都板橋区 32,000 1.46

中村オートパーツ㈱ 東京都練馬区谷原１－22－２ 22,100 1.01

㈱国分商会 埼玉県熊谷市万吉2643－１ 22,100 1.01

あいおいニッセイ同和損害

保険㈱
東京都渋谷区恵比寿１－28－１ 22,100 1.01

計 － 1,414,548 64.40
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － －          －

議決権制限株式（自己株式等）  － －          －

議決権制限株式（その他）  － －          －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式       100 －          －

完全議決権株式（その他）  普通株式 2,191,700              21,917

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

単元未満株式  普通株式     4,690 －          －

発行済株式総数 2,196,490 － －

総株主の議決権 －              21,917 －

（注）上記「単元未満株式」の「株式数」の欄には、自己株式37株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

㈱バッファロー 埼玉県川口市本町4-1-8 100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成30年７月１日から平成30

年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

 四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準              0.5％

売上高基準            0.1％

利益基準            △0.6％

利益剰余金基準      △0.3％
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成30年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,712,460 1,597,419

売掛金 407,436 404,115

商品 1,025,497 996,182

その他 290,492 272,888

流動資産合計 3,435,886 3,270,605

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 796,474 820,486

土地 686,694 686,694

その他（純額） 356,572 345,984

有形固定資産合計 1,839,741 1,853,165

無形固定資産 5,496 5,476

投資その他の資産   

差入保証金 840,053 809,659

その他 542,030 514,294

投資その他の資産合計 1,382,083 1,323,953

固定資産合計 3,227,321 3,182,595

資産合計 6,663,207 6,453,201

負債の部   

流動負債   

買掛金 239,608 332,372

1年内返済予定の長期借入金 138,048 130,988

未払法人税等 134,625 46,600

賞与引当金 169,472 112,357

ポイント引当金 22,645 12,563

その他 490,456 297,731

流動負債合計 1,194,855 932,612

固定負債   

長期借入金 280,188 218,224

退職給付引当金 399,144 418,276

資産除去債務 80,657 81,408

その他 67,825 54,310

固定負債合計 827,814 772,219

負債合計 2,022,669 1,704,832

純資産の部   

株主資本   

資本金 555,499 571,207

資本剰余金 530,171 545,847

利益剰余金 3,554,492 3,630,986

自己株式 △117 △117

株主資本合計 4,640,046 4,747,924

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 490 444

評価・換算差額等合計 490 444

純資産合計 4,640,537 4,748,369

負債純資産合計 6,663,207 6,453,201
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

売上高 3,958,235 4,021,967

売上原価 1,987,640 1,973,569

売上総利益 1,970,594 2,048,398

販売費及び一般管理費 ※ 1,913,499 ※ 1,907,191

営業利益 57,095 141,206

営業外収益   

受取利息及び配当金 5,267 5,199

受取手数料 6,479 7,062

その他 18,482 13,876

営業外収益合計 30,229 26,138

営業外費用   

支払利息 2,084 1,463

固定資産除却損 1,037 1,590

店舗復旧費用 1,266 948

その他 806 662

営業外費用合計 5,195 4,665

経常利益 82,129 162,679

税引前四半期純利益 82,129 162,679

法人税、住民税及び事業税 38,957 28,676

法人税等調整額 △9,471 25,053

法人税等合計 29,486 53,730

四半期純利益 52,643 108,949
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 82,129 162,679

減価償却費 56,565 58,304

賞与引当金の増減額（△は減少） 3,323 △57,115

ポイント引当金の増減額（△は減少） △2,938 △10,082

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,721 19,132

受取利息及び受取配当金 △5,267 △5,199

支払利息 2,084 1,463

有形固定資産除売却損益（△は益） 1,037 1,590

差入保証金の増減額（△は増加） 40,356 40,356

売上債権の増減額（△は増加） 18,335 3,320

たな卸資産の増減額（△は増加） △31,457 29,306

未収入金の増減額（△は増加） 41,926 341

仕入債務の増減額（△は減少） 158,020 92,764

前受金の増減額（△は減少） △19,379 △38,179

未払金の増減額（△は減少） 26,135 △74,180

未払消費税等の増減額（△は減少） 16,280 △55,631

その他 19,875 17,066

小計 410,750 185,936

利息及び配当金の受取額 286 218

利息の支払額 △2,048 △1,436

法人税等の支払額 △98,489 △114,224

営業活動によるキャッシュ・フロー 310,498 70,493

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △108,250 △107,950

定期預金の払戻による収入 109,000 109,600

有形固定資産の取得による支出 △23,633 △78,822

長期貸付金の回収による収入 1,200 11,400

その他 － 15

投資活動によるキャッシュ・フロー △21,683 △65,757

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △85,352 △69,024

リース債務の返済による支出 △16,619 △16,047

配当金の支払額 △41,229 △32,455

財務活動によるキャッシュ・フロー △143,201 △117,527

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 145,614 △112,791

現金及び現金同等物の期首残高 1,060,161 1,594,160

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,205,775 ※ 1,481,369
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

（四半期損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期累計期間
（自 平成29年４月１日
　　至 平成29年９月30日）

　当第２四半期累計期間
（自 平成30年４月１日
　　至 平成30年９月30日）

従業員給与手当 706,672千円 716,012千円

賞与引当金繰入額 103,863 108,013

退職給付費用 25,398 23,363

減価償却費 56,565 58,304

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

 
前第２四半期累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日）

現金及び預金勘定 1,326,175千円 1,597,419千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △120,400 △116,050

現金及び現金同等物 1,205,775 1,481,369
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

(1) 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月23日

定時株主総会
普通株式 41,229 20 平成29年３月31日 平成29年６月26日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後とな

るもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年10月30日

取締役会
普通株式 31,460 15 平成29年９月30日 平成29年12月１日  利益剰余金

 

 

Ⅱ 当第２四半期累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日）

(1) 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月19日

定時株主総会
普通株式 32,455 15 平成30年３月31日 平成30年６月20日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後とな

るもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年10月30日

取締役会
普通株式 32,945 15 平成30年９月30日 平成30年12月３日  利益剰余金

 

（金融商品関係）

当第２四半期会計期間末（平成30年９月30日）

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 

（有価証券関係）

当第２四半期会計期間末（平成30年９月30日）

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期会計期間末（平成30年９月30日）

当社は、デリバリティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自 平

成30年４月１日 至 平成30年９月30日）

当社は、各店舗を基礎としたカー用品販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日）

１株当たり四半期純利益 25円34銭 50円16銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益（千円） 52,643 108,949

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 52,643 108,949

普通株式の期中平均株式数（株） 2,077,367 2,172,083

（注）当第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成30年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

 （イ）中間配当による配当金の総額                 32,945千円

 （ロ）１株当たりの金額                             15円00銭

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日   平成30年12月３日

（注）平成30年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主若しくは登録株式質権者に対し、支払いを行

います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年11月８日

株式会社バッファロー

取締役会 御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井出 正弘   印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宇治川 雄士 印

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社バッ

ファローの平成30年４月１日から平成31年３月31日までの第37期事業年度の第２四半期会計期間（平成30年７月１日から

平成30年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社バッファローの平成30年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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